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１ 趣旨 

「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程（平成２５年文部科学

省告示第１３３号）」に基づく職業実践専門課程の認定に関しては、本実施要項の定めるところ

によるものとします。 

 

２ 目的 

専修学校の専門課程（以下「専修学校専門課程」という。）であって、職業に必要な実践的か

つ専門的な能力を育成することを目的として専攻分野における実務に関する知識、技術及び技

能について組織的な教育を行うもの（以下「職業実践専門課程」という。）を文部科学大臣が認

定して奨励することにより、専修学校専門課程における職業教育の水準の維持向上を図ること

を目的とします。 

 

３ 職業実践専門課程の要件 

職業実践専門課程として文部科学大臣が認定するための要件は次のとおりとします。 

（１） 専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する規程

（平成六年文部省告示第八十四号）第二条又は第三条の規定により、当該専修学校専門課程

の修了者が専門士又は高度専門士と称することができる専修学校専門課程として文部科学

大臣が認めた課程であること。 

（２） 専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授

業科目の開設その他の教育課程の編成を行っていること。 

（趣旨） 

本要件は、専攻分野に関し、生徒の就業先の業界における人材の専門性に関する動向、

国又は地域の産業振興の方向性、新産業の成長に伴い新たに必要となる実務に関する知

識・技術・技能などを十分に把握・分析した上で、当該専修学校専門課程の教育を施すに

ふさわしい教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。以

下同じ。）を行うなど、企業等の要請等を十分にいかしつつ実践的かつ専門的な職業教育

を主体的に実施していることを求めるものです。 

なお、本告示における「企業等」とは、専攻分野に関して、実務に関する知識・技術・

技能などについて知見のある企業、関係施設、業界団体(業界別団体、全国又は地域の経

【別添２】 



済団体等)、教員の専門性の維持・向上を目的とした研修等を行う職能団体（資格者団体、

養成施設協会等）、関連学会や学術機関、国又は地域の地方公共団体等の関係部局等を指

します。 

（内容） 

具体的には、以下の全ての要件を満たしていること。 

① 企業等との連携体制を確保して、当該専修学校専門課程の教育課程の編成を行うた

め、当該専修学校専門課程の教職員及び企業等の役員又は職員その他必要な委員により

組織される委員会や会議（以下「教育課程編成委員会等」という。）を設置しているこ

と。 

② 教育課程編成委員会等を少なくとも年２回以上開催していること。 

③ 教育課程編成委員会等の意見を活用して、教育課程の編成を行っていること。 

（３） 企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習の授業（以下「実習・演習等」という。）

を行っていること。 

（趣旨） 

本要件は、企業等の要請等を十分にいかしつつ当該専修学校専門課程の専攻分野に関す

る職業に必要となる実践的かつ専門的な能力を育成するため、企業等と連携して、実習、

実技、実験又は演習の授業を行っていることを求めるものです。 

（内容） 

具体的には、以下の全ての要件を満たしていること。 

① 企業等と協定書等（覚書や契約書等を含む。以下同じ。）や講師契約等を締結して実

習・演習等を行っていること。 

② 実習・演習等の実施に加え、授業内容や方法及び生徒の学修成果の評価について企業

等と連携していること。 

③ 学修成果の評価や単位認定にあたり、生徒が修得した技能を含む実践的かつ専門的な

能力について評価を行っていること。 

（４） 企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行って

いること。 

（趣旨） 

本要件は、専攻分野における実務を当該専修学校専門課程の教育内容や方法に反映した

教育活動を実践するため、企業等と連携して、専攻分野における実務に関する知識、技術

及び技能並びに、授業及び生徒に対する指導力等の修得・向上を目的とする組織的な研修

を行うことを求めるものです。 

（内容） 

具体的には、教員の業務経歴や能力、担当する授業科目や授業以外の担当する業務等に

応じて、以下の両方の要件を満たしていること。 

① 企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する知識、技術、技能を

修得・向上するための組織的に位置づけられた研修・研究の機会を確保し、計画的に受

講等させていること。 

② 企業等と連携して、教員に対し、授業及び生徒に対する指導力等を修得・向上するた



めの組織的に位置づけられた研修・研究の機会を確保し、計画的に受講等させているこ

と。 

（５） 学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価（以下「学

校関係者評価」という。）を行い、その結果を公表していること。 

（６） 前号の評価を行うに当たっては、当該専修学校専門課程の関係者として企業等の役員又は

職員を参画させていること。 

（趣旨） 

本要件は、「専修学校における学校評価ガイドライン（平成２５年３月文部科学省策定）」

を踏まえ、学校の教育活動その他の学校運営の状況について学校自らが評価を行う「自己

評価」はもとより、企業等の役員又は職員が学校関係者として評価に参画し、自己評価の

結果を評価することを基本として行う「学校関係者評価」の実施及び公表を行うとともに、

その評価結果を踏まえた教育活動その他の学校運営の改善に取り組んでいることを求め

るものです。 

（内容） 

具体的には、以下の全ての要件を満たしていること。 

① 学校関係者評価を行うため、企業等の役員又は職員その他必要な委員（保護者、卒業

生等）により組織される委員会（以下「学校関係者評価委員会」という。）を設置して

いること。 

② 「専修学校における学校評価ガイドライン（平成２５年３月文部科学省策定）」で掲

げられた項目（教育理念・目的・人材育成像、学校運営、教育活動、学修成果、学生支

援、教育環境、学生の受入れ募集、財務、法令等の遵守等）について評価を行っている

こと。 

③ 学校関係者評価の評価結果について、ホームページ、刊行物等への掲載などの方法に

より広く社会に公表していること。 

（７） 企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動

その他の学校運営の状況に関する情報を提供していること。 

（趣旨） 

本要件は、企業等の関係者が当該専修学校専門課程全般について理解を深めるととも

に、当該企業等の関係者との連携及び協力の推進に資するため、当該専修学校専門課程

の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供し、説明する等の取組を行って

いることを求めるものです。 

（内容） 

具体的には、以下の全ての要件を満たしていること。 

① 「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン（平成２５年３月文

部科学省策定）」で掲げられた項目（学校の概要、目標及び計画、各学科等の教育、教

職員、キャリア教育・実践的職業教育、様々な教育活動・教育環境、学生の生活支

援、学生納付金・修学支援、学校の財務、学校評価等）について情報提供を行ってい

ること。 

② ホームページ、学校要覧、パンフレット等の作成・配布、説明会等における説明、



広報誌等の刊行物への掲載などを通じて恒常的に情報提供を行っていること。 

 

４ 認定課程に関する情報の提供 

   職業実践専門課程に認定された課程に関する情報は、その活用の促進に資するよう、インター

ネットの利用その他の適切な方法により公表することとされています。 

 

５ 手続 

（１） 文部科学大臣は、私立の専修学校にあっては都道府県知事、公立の専修学校にあっては都

道府県教育委員会、国立大学法人の置く専修学校にあっては国立大学法人学長（以下「都道

府県知事等」という。）の推薦に基づき、上記３の要件を満たすと認めた専修学校専門課程

（以下「認定課程」という。）を公示します。 

（２） 都道府県知事等は、上記３の要件を満たす専修学校専門課程を別紙様式１から別紙様式４

により文部科学大臣宛推薦願います。 

（３） 認定課程の公示は、毎年度、原則として２月に行うものとし、都道府県知事等は、毎年度、

１０月３１日までに文部科学大臣宛推薦願います。 

（４） 都道府県知事等は、認定された専修学校専門課程について、名称等に変更があったときは、

別紙様式５により、１０月３１日（原則として変更のあった日以後で最も近い１０月３１日）

までに文部科学大臣宛届出願います。 

（５） 都道府県知事等は、認定された専修学校専門課程が廃止されたとき又は上記３の要件に適

合しなくなったときは、別紙様式６又は別紙様式７により遅滞なく文部科学大臣宛届出願

います。 

（６） 文部科学大臣は、認定した専修学校専門課程について、名称等に変更があったとき、又は

当該専修学校専門課程が廃止され若しくは上記３の要件に適合しなくなったと認めて当該

認定を取り消したときは、その旨を公示します。 

（７） 都道府県知事等は、認定された専修学校専門課程の課程内に新たにコース等を設置・統合・

分離したときは、別紙様式８により、１０月３１日（原則として変更のあった日以後で最も

近い１０月３１日）までに文部科学大臣宛届出願います。 

（８） 都道府県知事等は、認定された専修学校専門課程が引き続き上記３の要件に適合している

ことについて、認定された専修学校専門課程が認定後３年を経過する毎に、別紙様式４によ

り１０月３１日までに文部科学大臣宛届出願います。 

（９） 総合教育政策局長は、職業実践専門課程として認定された専修学校専門課程について、認

定されたことを証明する書面を発行することとします。 

 

別紙様式１－１ 職業実践専門課程として認定する専修学校の専門課程の推薦について 

別紙様式１－２ 授業科目等の概要 

別紙様式２－１ 実習・演習等において連携する企業等一覧 

別紙様式２－２ 企業等と連携した実習・演習等 

別紙様式３－１ 教育課程編成委員会等の企業等委員の選任理由 

別紙様式３－２ 学校関係者評価委員会の企業等委員の選任理由 



別紙様式４   職業実践専門課程の基本情報について 

別紙様式５   職業実践専門課程として認定された専修学校の専門課程の名称等変更

について 

別紙様式６   職業実践専門課程として認定された専修学校の専門課程の廃止について 

別紙様式７   職業実践専門課程として認定された専修学校の専門課程の要件の不適合について 

別紙様式８   職業実践専門課程として認定された専修学校の専門課程におけるコースの設置等について 

 

６ 適用時期等 

（１） 専修学校専門課程は、初めて当該課程の修了者が出た年度の次年度より、推薦の対象とな

ります。 

（２） 文部科学大臣が上記３の要件を満たす専修学校専門課程として認定された日の次年度の

始期以後、当該専修学校専門課程について、職業実践専門課程と称することができること

とします。 

（３） 卒業証書等の表記において、例えば、以下のように記載することができることとします。 

（例） 職業実践専門課程（令和○年○月○日公示） 工業専門課程○○学科 

また、専門士、高度専門士を称する場合は、（ ）書きで修了した分野の専門課程名を付

記することとします。 

（例） 職業実践専門課程（令和○年文部科学大臣認定） 専門士（工業専門課程）○○学

科 

（４） 職業実践専門課程として認定された専修学校専門課程は、原則として学校のホームページ

に別紙様式４を掲載し、情報提供するものとします。学校のホームページでは、トップペー

ジから別紙様式４が容易に確認できるようにするとともに、印刷可能な方法により掲載し

てください。ただし、ホームページがない等特別な事情がある場合には、企業等、卒業生、

保護者、地域住民等に対し、広報誌等の刊行物等により、別紙様式４の情報について広く情

報提供を行うものとします。 

 

７ その他 

文部科学大臣は、推薦された専修学校専門課程について、職業実践専門課程の認定に係る書類

等において偽りその他不正な行為があったものであって、認定を取り消した日の翌年度から起

算して３年間を経過していないものである場合には、職業実践専門課程として認定しないもの

とします。 

 

８ 附則（平成２６年６月１２日） 

この実施要項は、平成２６年６月１２日から施行します。 

 

附則（平成２６年８月２０日） 

この実施要項は、平成２６年８月２０日から施行します。 

 

附則（平成２７年７月７日） 



この実施要項は、平成２７年７月７日から施行します。 

 

  附則（平成２８年７月１４日） 

   この実施要項は、平成２８年７月１４日から施行します。 

 

附則（平成２９年８月７日） 

   この実施要項は、平成２９年８月７日から施行します。 

 

附則（平成３０年４月１０日） 

   この実施要項は、平成３０年４月１０日から施行します。 

 

附則（平成３０年８月９日） 

   この実施要項は、平成３０年８月９日から施行します。 

 

附則（令和元年８月９日） 

   この実施要項は、令和元年８月９日から施行します。 

 

附則（令和２年３月６日） 

   この実施要項は、令和２年３月２４日から施行します。 

 

附則（令和２年８月１８日） 

   この実施要項は、令和２年８月１８日から施行します。 

 

附則（令和４年８月８日） 

 この実施要項は、令和４年８月８日から施行します。 

なお、この改正前の実施要項に基づき認定を受けている専修学校専門課程は、改正後の３（１）

の適用については、令和８年３月３１日までの間は、改正前の実施要項によるものとします。 

 


